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２．５ 先行自治体事例 
（１）岡山県 

1．自治体名 岡山県 

2．システム名 電子申請システムの市町村共同利用 

3．稼動（予定）時期 平成 15年度 4月 市町村の電子申請試行 

4．規模・構成 （１）規模：岡山県 全 78市町村 

（２）構成：平成 14 年 3月 20 日に全市町村が参加対象とする電子自

治体推進協議会を発足させ、協議会⇒運営委員会⇒各ワーキンググ

ループの体制で運営中である。 

5．システムの概要 （１）申請 

パソコン、携帯電話、Ｋｉｏｓｋ端末を使用し、申請者の個人認証につい

ては、公的個人認証基盤等を利用する予定である。 

（２）受付 

各種申請は共同センターの汎用受付機能により、申請先である各自治

体別の申請情報に振り分けられ、電子申請・届出システム上に登録さ

れる。この時点で利用者に対して、到達確認情報（受付番号等）が通

知される。この後利用者は自分が行った申請・届出の情報がどのような

状態にあるか確認する事が可能となる。 

（３）審査 

各市町村は電子申請・届出システムにより、自市町村宛の申請情報を

確認し、審査業務を行い、場合によっては既存の基幹業務システム

（税、福祉等）へ連携することも可能となる。（ただし、基幹業務システム

が各市町村で異なるため、この部分については独自に対応する事が

考えられる） 

（４）結果、および公文書の送付 

審査の結果を審査サーバ上へ登録し利用者へ結果を送付する。公文

書の発行を伴う場合、電子化された公文書も合わせて送付する。また、

職員認証、組織認証、公印等については組織認証基盤（ＬＧＰＫＩ）を

利用する。 

（５）手数料の徴収 

手数料が必要な申請・届出については、申請時に納付情報を利用者

通知することにより、利用者が納付することとなる。利用者はＭＰＮ等の

決済基盤を用いて納付することが想定される。 
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6．対象業務の範囲 システム化対象とする手続きは、以下の観点から検討し選定する。 

①申請者確認の重要度・・・認証方式との組み合わせ（実現性） 

②申請者押印の有無・・・条例、規則等の見直し、および認証方式 

③添付資料の有無、形態・・・添付書類の電子化の可能性 

④手数料の有無・・・決済基盤を利用した電子納付 

⑤交付物の郵送や電子化の可能性 

⑥導入による効果の視点・・・要望が多い業務、事務効率化の見込ま

れる業務を優先 

⑦複数の業務に関わる申請届出については、庁内間関連業務との関

係の整理、見直しを行う 

7．標準化 

（様式・手順） 

業務検討ＷＧにて検討予定 

8．認証基盤  

9．ＭＰＮ等の 

決済基盤 

 

10．他システムとの 

連携 

 

情報化推進委員

会（協議会） 

（１）参加する自治体を構成員として設立 

（２）電子自治体構築の準備・推進 

本委員会（協議会）が参加する自治体の意思決

定機関として、以下の決定を行う 

・実施（電子化対象）業務 

・システムのあり方 

11．運営方法・主体 

運営委員会 （１）ＷＧ作業の実務面での中心 

市町村共同運営に関する検討、決定を行う 

 （運営方法、運営主体、責任分担、費用負担方

法 等） 

（２）協議会のスケジュール、進捗管理 
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業務検討ＷＧ （１）システム範囲を確定するための現状業務の整

理、対象業務の検討、決定 

（２）業務、様式標準化についての検討、決定 

（３）条例・規則など法対応についての調査検討 

システム化 

検討ＷＧ 

（１）システム構築全般についての検討、提示 

・ファシリティの選定、決定 

・調達仕様（ソフト・ハード）の決定 

・市町村システム調査、連携検討 

 

システム運用 

検討ＷＧ 

（１）システム運用全般についての検討、提示 

（２）セキュリティポリシー等、システムを構築する上

での基本となる概念の調査検討 

・システム運用体制 

・業務スケジュール 

・システム運用連絡会 

12．利用料・負担金 運営委員会にて検討予定 

13．課題と解決策 （１）運営主体 

（２）費用 

（３）セキュリティ 

（４）様式・運用手順の標準化 

14．今後の 

スケジュール 

（１）平成 15 年度運用開始・・・個人認証、組織認証は、ＩＤ／パスワー

ドを用いる。 

（２）平成 16年度以降・・・個人認証基盤連携、組織認証基盤連携を予

定 

15．備考  

 


